
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６１２

若手研究(B)

2015～2013

大災害による産業集積の崩壊・復興と企業の異質性

Natural Disasters and Economic Geography with Firm Heterogeneity

８０５１０２５５研究者番号：

大久保　敏弘（Okubo, Toshihiro）

慶應義塾大学・経済学部・教授

研究期間：

２５７８０１６９

平成 年 月 日現在２８   ５ ３０

円     3,200,000

研究成果の概要（和文）：本研究課題では大災害によりどのように企業が被災し産業集積が崩壊、復興するのかについ
て空間経済学と国際貿易論の視点から理論・実証研究を行った。産業集積の形成から崩壊、復興までを空間経済の理論
を構築し、企業の個票データをもとに実証研究した。結果、建物の被災が長期的に企業の倒産確率を高め、産業集積は
競争の激化により共食い効果が観測された。しかし、企業の防災活動は復興を早め、地域金融は復興を早める一定の役
割を果たすことが分かった。歴史的に過去の金融や産業の地域構造が崩壊や復興に影響を与えることが分かった。また
、近年の企業の生産はネットワーク化しており、ショックに対して強靭であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research project is to investigate how natural disasters do 
damage to firms and industrial clusters and how firms recover from damage. Using theory of international 
trade and economic geography as well as econometrics with micro-data, we investigate the impact of 
natural disasters on industrial clusters and firms. As a result, we find that building damage 
significantly increases the probability of exit and bankruptcy and that industrial cluster has 
cannibalization effect due to severe competition. On the other hand, firms’ pre-disaster activities and 
cooperation significantly contribute to their recovery. We also find how resilient production networks 
are against negative shocks. Furthermore, regional banks and historical banking structure sometimes help 
firm recover quickly.

研究分野：経済学
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１．研究開始当初の背景 
東日本大震災後、復興の動きは鈍く首都直下

型地震は近い将来に来るといわれており、防

災や減災は日本の最重要課題である。本研究

課題では空間経済や国際貿易の観点から災

害を経済学的に分析する。具体的には企業や

産業がどのように被害を受け産業集積が崩

壊し、復興していくかを企業(の生産性)の異

質性の観点から理論と実証の両面から研究

する。 

 
２．研究の目的 
(１)近年、「災害の経済学」の研究が盛んに

進められているが、家計やマクロ経済、開発

経済からのアプローチが多い。一方で産業や

企業の立地や産業集積、国際貿易、直接投資

といった観点の分析は非常に少ない。したが

って、企業立地や産業集積から災害を分析す

ることは日本の防災政策上大きな意義があ

ると思われる。 

(２)合わせて、企業の異質性の下での空間経

済・国際経済の理論・実証研究を進める。災

害を直接的に組み込まず、産業集積の形成・

崩壊過程を分析することは災害の経済分析

をするにあたって有益である。また、企業の

異質性と空間経済や国際貿易の研究では新

しい分野であり、未開な部分が多いため研究

を進める。 

 
３．研究の方法 
(１)理論と実証の両面から分析する。①企業

の異質性のもとでの空間経済・国際貿易理論

を拡張し、産業集積の形成と崩壊を中心に分

析する。災害など負のショックの分析に示唆

を与えるよう理論分析する。②地震災害や災

害リスクのみならず様々な負のショックに

よる国際貿易や生産ネットワークおよび企

業の製品レベルでの生産行動の変化を実証

分析する。③長期的な視点で地域レベルでの

産業構造の変化にも着目し、ショックの影響

がどのように長期的な構造や歴史的経路と

関連するのかを明らかにする。④阪神大震災

や東日本大震災のデータを用いて産業集積

や被害を計量分析する。企業・事業所レベル

の個票データを用いる。④福島原発事故後の

エネルギーや環境に関して、空間経済的な側

面から理論・計量分析する。併せて環境やエ

ネルギーに対する企業・家計の行動に関する

基礎的な研究を行う。 

(２)地震工学のデータやＧＩＳなど最新の

ツールを積極的に活用する。また、国際経済

と空間経済をメインにしつつも、行動経済や

環境経済など他の様々な領域の知見を応用

していく。 

(３)国際共同研究を積極的に推進し、海外研

究者との共同作業により、粘り強く研究を進

め、国際的な査証付ジャーナルでの採択を目

指す。 

 
４．研究成果 

(１)震災による建物被害や産業集積が企業

に与える影響、企業の防災・援助の分析 

①阪神大震災における企業への影響を分析

した。Cole et al. (2013,2015)は、地震工

学のデータと企業レベルの経済データを用

いて分析した。建物レベルでの建築工法や被

災データ、シェイクマップ、震源からの距離、

インフラの破損などをＧＩＳを用いて企業

データに統合し、企業の倒産確率を推計した。

建物の被災状況が長期的な企業の撤退に負

の影響を与えることが分かった(図１を参

照)。被災状況により倒産する確率が上昇す

る。さらに産業集積の効果を検証した。産業

集積は様々な正の外部効果を持つことが知

られているが、震災が起こった際、労働力や

市場の奪い合いが起こり、逆に集積が復興に

対して負の効果(共食い効果)を持つことが

明らかになった。②東日本大震災の企業の防

災に関して分析した。Cole et al. (2015)は

企業の防災・減災活動や震災後の援助がどう

復興を早めるのかを企業レベルで実証分析

した。企業の防災活動(耐震、輸送網確保な

ど)が震災後に復興を早めることが分かった。



また、事後的な援助では地域の金融機関によ

る融資が復興に役立つことが分かった。つま

り、地域金融の重要性が分かった。本課題は

経済産業研究所(RIETI)においてＤＰを刊行

し学術的に公表すると同時にノンテクニカ

ルサマリーを発行し政策的な提言を行なっ

た。また、慶應義塾大学の報道発表や研究広

報誌 Research Highlight に取り上げられ、

広く研究成果が発信された。一連の論文は国

際学術誌に投稿しており、改訂要求があり現

在、改訂中であり採択を目指す。 
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(図１：神戸市内の企業の存続確率。縦軸は

存続確率、横軸は年数。実線は被災なしの企

業、破線は半壊～全壊の企業) 

(２)経済ショックが生産ネットワークや企

業の製品生産パターンに与える影響 

①近年、企業の国際的あるいは空間的な(地

域間)生産分業や生産ネットワークが拡大し

ている。一方で世界金融危機や東日本大震災

など大きなショックが多発している。このよ

うなショックに対し空間をまたぐ生産ネッ

トワークが強靭であることが明らかになっ

た(Okubo et al. 2014,IREF)。さらに Baldwin 

and Okubo(2014,WE)では最近の国際的な生産

ネットワークの構築や生産分業に関して再

整理し再定義した。生産構造が急速にネット

ワーク化していることが分かった。これは災

害などのショックに対しても強靭なネット

ワークで対処できる一方、ショックが波及し

やすいことをも示唆している。これらの論文

はIREF,WEなどの国際的な査証付学術誌に刊

行された。②Bernard and Okubo(2013, 2015)

では工場・製品レベルのデータを用いて、シ

ョックがどのように企業の製品生産パター

ンを変えるかを分析した。経済の落ち込みや

不況の底で企業は製品をスイッチする。サン

クコストの大きい製品の生産を停止するだ

けではなく、同時に投資の大きい新製品の生

産を開始することが分かった(図 2 を参照)。

しかし、阪神大震災などの災害は局所的であ

り全国的なレベルでの有意な影響は観測さ

れなかった。この研究成果は VoxEU(2016 年 4

月)で取り上げられ世界に発信されている。 

 

(図２：新製品追加と生産停止の動向。各点

は製品を、縦軸は新製品追加の割合、横軸は

製品停止の割合を示す) 

(３)産業集積の形成と崩壊に関する空間経

済・国際貿易による分析 

企業の異質性の下での空間経済・国際貿易の

分析を行った。直接的に災害を検証したもの

ではないが、企業の異質性の観点から産業集

積の形成と崩壊過程を企業の異質性の観点

から研究し、知見を蓄積することは、災害な

どの大規模ショックによる産業集積の崩壊

を分析する上で有益である。具体的には企業

の異質性を空間経済理論に導入した Baldwin 

and Okubo (2006)を拡張した。空間セレクシ

ョンのパターンと要因を実証分析する

(Okubo and Tomiura,2014,RegStud)とともに、

Forslid and Okubo (2014,RSUE)では空間セ

レクションにも様々なパターンがあること



を理論的に解明した。さらに Okubo, et al 

(2014, JRS)は産業集積の形成過程と貿易パ

ターンの変化を１つの理論モデルで示した。

また、Forslid and Okubo (2015,JRS)は輸送

の規模の経済が企業間で異質な場合を理論

化した。生産性の高い企業ほど、産業集積な

ど市場規模にこだわらず、輸送アクセスのよ

いところに立地する。これはなぜ震災前に東

北道沿いに生産性の高い企業が集積したか、

またなぜ素早く復興できたのかを示唆する

ものである。さらにBaldwin and Okubo (2014)

は租税競争と企業の異質性、企業立地に関す

る論文である。東日本大震災後の復興政策と

して、いかに生産性の高い企業を誘致してく

るのかは重要な問題であり、法人税軽減に政

策的な示唆を持つといえる。これら一連の論

文は RSUE,JRS,RIE,PIRS,RegStud, 

ManSch,SEA などの国際経済、空間経済の国際

的な査証付学術誌に刊行された。この研究成

果を図書にまとめた(「国際経済学のフロン

ティア」に収録)。 

(４)長期統計とショック、地域の異質性 

Hoffmann and Okubo (2013～2015)では、バ

ブル崩壊後の日本経済の低迷が府県間で異

なり、この異質性が地域金融の発達度と企業

の異質性(中小企業の多さ)と密接に関連す

ることが分かった。本研究課題の期間中に分

析を徐々に深め拡張してきた。90 年代の自然

災害を含む、さまざまな負のショックで低迷

し続けたように見えるが、地域に長く残る過

去の金融構造や産業構造が深くこれに関連

していることが分かった。様々な歴史統計を

用いた(収集、入力、加工、整理)結果、これ

が府県別に異なる日本経済の低迷度合を説

明する際の操作変数として有力であること

が分かった。災害などの負のショックが起こ

ると、経済の低迷・復調過程は府県間で大き

く異なり、歴史的な産業構造がヒステリシス

として影響することが分かった。なお、この

課題は以前からの継続であり 2012 年に初稿

ができたが、その後、本研究課題に沿って大

規模な改訂の後、投稿と改訂を繰り返し、

2013 年以降、その都度ＤＰを刊行してきた。

トップクラスのジャーナル(AER, RFS など)

で改訂要求が度々あり、共同研究者の

Hoffmann 教授(チューリッヒ大学)との直接

の共同作業を通じ、十分時間をかけ慎重に改

訂を繰り返してきたが、図らずも最終段階で

度々不採択になり、採択をめぐり困難を極め

ている。しかし、改訂のたびに上記のように

歴史統計を収集して用いた操作変数法や高

度な推計方法を中心に分析を深め、大幅に拡

張している。今後トップクラスのジャーナル

での採択を目指す。また、この研究において

多くの歴史統計を生成した。これを用いて引

き続き長期的な視点(戦前からの府県別の産

業・生産・金融構造など)や歴史的な視点(関

東大震災など)でどのように災害などの負シ

ョックが金融構造や産業構造に影響を与え

たかを地域経済や空間経済の視点で共同研

究者とともに検証していく。 

(５)福島原発、環境や資源に関する研究 

①東日本大震災後、原発の再稼働が問題とな

っている。Rehdanz et al(2015, JEBO)では

慶応家計調査パネルとＧＩＳを用いて震災

前後の幸福度の変化を空間的に分析した。福

島原発の距離が幸福度の変化に大きな影響

を与え、原発に距離が近いほど幸福度の減少

が大きくなる。Schroder et al. (2015,OEP)

ではエネルギーの政府の将来の推計を再検

証した。今後少子化に進む中で家計の規模は

小さくなり、エネルギー効率は悪くなる。家

計データを用いて明らかにし、政府の推計よ

りもよりも大きい電力需要となることが分

かった。政府の将来推計を基に原発再稼働を

議論しているが、実際にはより大きい需要と

なることを想定しなければならない。②エネ

ルギーを多く消費する製造業企業がどのよ

うに環境や資源エネルギー問題に取り組む

のかを検証した。Cole et. al(2013,JEEM)は



企業の環境対策における空間相関を発見し、

Okubo et al (2016, AEP)では近年、日本か

ら中国や韓国などへの廃棄物輸出が急増し

ていることが分かり、災害廃棄物も関連して

いる可能性があることを示した。さらに汚染

回避仮説の理論・実証研究を行った。昨今の

環境・エネルギー問題を企業の側面から考え

る際、汚染集約的、エネルギー集約的な企

業・産業の汚染回避の有無や影響を検証する

ことは正確な産業のエネルギー需要を把握

す る 際 に 重 要 で あ る 。 Ishikawa and 

Okubo(2016,ERE)は理論的基礎を空間経済の

側面から示し、Cole et al(2014,RWE)では企

業の異質性を考慮して実証研究を行った。一

連の研究はJEEM,JEBO,ERE,OEP,RWE,AEPなど

国際的な一流の環境経済学や行動経済学の

査証付学術誌に刊行、採択された。 
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